
はじめに
2025 年１月、中国からの月間の訪日観光客数は 98

万人を超え、１月としてはコロナ前の 2019 年を上回り
過去最高を記録した。１月下旬から始まった大型連休で
ある春節などの影響もあるが、中国から日本へのインバ
ウンド客数は、着実に回復傾向にあると考えられる。

そのうえで、中国国内に目を転じて、国内旅行の状況
を見ると、国の中期基本計画において観光業の発展加速
が掲げられ、国内旅行や入国旅行（インバウンド）など
の発展に向けさまざまな取り組みが進められている。

2025 年の春節期間中には国内旅行者数は延べ５億人
を超え、その消費額は約 6,770 億元（約 13.54 兆円）
に達するなど、中国の観光業は今後も大きな発展が見込
まれている。

本稿では、中国が、国内観光を促進するために実施し
ている取り組みを紹介したい。まず、国の第 14 次五カ
年計画以降の位置づけを確認したのち、具体の施策とし

て、氷雪経済や生態観光、夜間経済（ナイトエコノミー）
の取り組みを紹介する。

第 14 次五カ年計画と観光
2021 年３月、2021 年から 2025 年までの中期国家

戦略である「第 14 次五カ年計画」が発表された。同計
画では、観光を含むサービス業の繁栄・発展の促進が掲
げられており（第 10 章）、サービスの品質を高め、良
質で効率的、かつ強い競争力を有するサービス産業シス
テムの構築を目指している。また、デジタル社会建設の
ペースアップ（第 16 章）では、観光レジャーを含む多
様な場面のデジタル化を推進する、としている。さらに、
地域協調発展戦略の強化（第 32 章）では、中国東北地
方の振興に関する新たな策として、氷雪・生態観光など
の特色ある産業を発展させ、世界的な氷雪観光地帯を構
築することを掲げている。

2022 年１月には、第 14 次五カ年計画を確実に実行
するため、中華人民共和国観光法に基づき国務院から「第

各国の観光客誘致の
取り組み

　国内外の旅行需要が着実に回復傾向にある現在、世界各国では、旅行客の獲得を目指し、デジタルツールの
活用や、ターゲットを絞ったプロモーション活動など、多様な施策を展開している。
　本特集では、日本の自治体の方々が新たなアイディアを見つけるきっかけを提供できるよう、各国の観光客
誘致の取り組みについて紹介する。

〔（一財）自治体国際化協会北京事務所〕
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1 中国における観光促進の取り組み
（一財）自治体国際化協会北京事務所　所長補佐　岩下　純也（鳥取県派遣）



―各国の観光客誘致の取り組み

14 次 5 カ年計画・観光業発展計画」が公表された。同
計画によると、2021 年までに、１人当たりの年間旅行
回数は４回を超え、中国は、誰もが観光する「マス・ツー
リズム（大衆観光）」時代に入り、観光業のさらなる発
展へのチャンスの時期にある、とする。そのうえで、観
光の需要が高品質・多様化へと変化している中、観光業
の質の高い発展に向け、観光業は国民に楽しみを与える
ための役割を持つ幸福産業にならなければならないとし
ている。そして、2025 年までに目指すこととして、観
光業が絶えず向上・発展し、現代の観光業システムがよ
りよくなり、良質な観光サービスの供給がなされ、観光
消費のニーズが満たされるという点をあげたうえで、観
光のデジタル化や都市と農村の協調発展の促進、観光イ
ンフラの整備などの方針が定められた。

その後、2025 年１月には、国務院より、「文化・観
光消費の拡大に向けた措置」が発表された。この中では、
消費施策の充実として、春節前後の旅行活動や、商品券
の発行などがあげられている。また、さまざまな年齢層
のニーズに応えるため、子ども向けの施設整備や修学旅
行などに加え、高齢者向けの旅行の実施が掲げられてい
る。特色ある質の高いサービスの提供という点では、後
述する氷雪経済のほか、温泉などに加え、観光列車など
の取り組みがあげられている。これも後述する夜間経済
などの取り組みにも言及されているほか、観光ルートの
開発といった、各種のインバウンド促進策についても述
べられているところである。

こうした国の状況を踏まえ、以下、具体の取り組みを
紹介する。

東北地方で力を入れる氷雪観光
氷雪経済とは、雪・氷祭りといった冬季イベントに温

泉・美食なども組み合わせた、氷や雪を観光資源とする
幅広い経済活動をいう。国の方針を踏まえ、近年黒竜江
省や吉林省など東北部において、氷雪観光をテーマにし
たイベントが多数開催されている。

氷雪観光で最も有名なイベントの１つ、中国最北端に
位置する黒竜江省ハルビン市のハルビン氷雪大世界は
2024 年に第 26 回を数えた。第 26 回大会は、ハルビ
ン冬季アジア大会と重なったこともあり、入場者数は
356 万人を超え過去最多記録を更新した。500m 超え
の氷滑り台などの人気アトラクションは氷点下の寒さで

も行列になるなど大盛況だったとのことである。インバ
ウンド誘客の効果も高く、新華網によると、タイやシン
ガポール、韓国など海外からの観光客の氷雪大世界のチ
ケット予約数も前年比の２倍に増加している。

そのほかに、吉林省や遼寧省などでも地方政府による
氷雪イベントが開催されている。2023 年 12 月に吉林
省長春市で開催された吉林省氷雪産業国際博覧会は中国
で唯一雪をテーマとした博覧会である。同博覧会の開会
式の説明によれば、吉林省はロッキー山脈やアルプス山
脈と同じ氷雪スポーツの盛んな黄金緯度帯に属している、
とのことである。そのうえで、長白山など重要な氷雪観
光地を活用し、氷雪スポーツ人口を増やすため、ケータ
リング・ダイニングなど美食と組み合わせた新たな観光
コンテンツを開発して潜在的消費を開拓することなどが
紹介された。

年々増加する生態観光
生態観光とは、自然環境の保護と地元の人々の生活維

持に責任を負う持続可能な観光を意味する。国家林業・
草原局の「林草産業発展計画（2021～2025 年）」では、
2025 年までに生態観光の年間観光客数は延べ 25 億人、
国家森林歩道の総距離は 3.5 万 km を超えることを指
標としており、年々生態観光を楽しむ観光客数は増加し
ている。

2024 年 10 月、湖南省張家界市において「グリーン
成長」会議が開催された。張家界市は中国の中央部、武
陵山脈の奥地に位置する市であり、常住人口約 147 万人
のうち約 111 万人を土家族など少数民族が占めるなど、
少数民族が集中して居住している都市である。また、市
内の武陵源景勝地は中国初の世界自然遺産として登録さ
れ、映画「アバター」の舞台として世界的に有名である。
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氷点下でも大人気のハルビン氷雪大世界（第 25 回大会）



会議では湖南省の担当者から、山や川などの自然を活
用した生態観光は急速に発展している観光形態であり、
2021 年の中国国内旅行者約 32 億人のうち、約 21 億
人はエコツーリズム利用者であることなどが紹介され
た。視察では武陵山脈で生育する張家界特産の莓（メイ）
茶の生産会社を訪問。莓茶産業の成長促進に加え、同社
が有する莓茶畑を観光自然資源として活用し莓茶テーマ
公園を運営するなどの取り組みを行うことで、地域振興
にも貢献している、との説明があった。

また、同市の主要観光地である天門山を実景の舞台背
景として活用した屋外ミュージカル「天門狐仙ショー」
は、国内外から多くの観光客が訪れる人気観光スポット
である。同ミュージカルには湖南省の古い物語や土家族・
白族など現地の少数民族の歌などが組み込まれており、
地域の伝統・民俗遺産と生態環境の保護を融合した持続
可能な観光開発の好事例となっている。

活気であふれる夜間経済
2021 年７月、文化・旅游部は夜間文化と観光経済を

発展させ、日増しに増加する国民の生活需要をより満た
すため、国家級夜間文化・観光消費集積区の建設作業を
展開することを決定し、第一陣のエリアを選定する旨を
通知した。求められる条件として、文化と観光業が集積
し夜間の文化・観光消費者の人数と消費規模が大きいこ
と、夜間の社会治安、照明、衛生、交通、移動通信の状
況が良好であること、ブランドの知名度が高いことなど
が挙げられた。同年 11 月、文化・旅游部は条件を満た
した 120 地域を選定し、併せて各省地方政府の文化・
観光部門に対し、選定された地域で集積区の建設を統一
的に計画、推進するよう求めた。さらに、2024 年１月
までに第二・第三陣の国家級夜間文化・観光消費集積区
も追加で選定されている。

例えば、重慶市中心部にある渝中区洪崖洞街区は、
2021 年に第一陣で国家級夜間文化・観光消費集積区に
選定された地域の１つである。同地域周辺は、毎晩夜遅
くまで地元名物の重慶小面や火鍋などの屋台が出て、多
くの人でにぎわう。また、同エリアを流れる両江のナイ
トクルーズでは、乗客がイルミネーションで光り輝く洪
崖洞や超高層ビル群の夜景に魅了される。これらのナイ
トスポットは重慶観光の見所のひとつであり、国内外か
ら多くの観光客を惹きつけるエリアになっている。

観光のデジタル化
最新のデジタル技術を活用することで、観光をより便

利にする取り組みもなされている。北京市内の人気観光
地である故宮博物館では、AI で混雑状況を予測し、ス
マートフォン上で最適な観光ルートを提案するサービス
が提供されている。また、展示物にスマートフォンをか
ざすと当時の背景や再現された建築が視覚的に表示され
たり、スマートフォンのカメラ映像上に次の目的地まで
の進行方向が表示されたりなど、AR 技術の活用も進ん
でいる。このように、観光客の利便性向上のため、最新
技術が観光体験の質の向上に寄与している。

今後の展望
第 14 次５カ年計画・観光業発展計画では、2035 年

の展望として、レジャー都市などの観光地をより豊富に
することで観光業の競争力を向上させ、中国を世界的な
観光大国にすることが示されている。これまでに挙げた
氷雪観光、生態観光、夜間経済などさまざまな観光形態
の開発や観光のデジタル化が世界的な競争力向上につな
がり、より魅力的な観光地として世界に認知されること
が期待されている。
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両江から眺める洪崖洞

莓茶生産会社では現地の少数民族も多数勤務



―各国の観光客誘致の取り組み

米国への訪問者数の推移と
日本市場の現状

米国商務省旅行・観光局（National Travel and 
Tourism Office, NTTO）によると、2024 年の米国
への海外からの訪問者数は 7,240 万人に達し、前年比
９% 増となっている。新型コロナウイルス感染症が流
行する直前の 2019 年の 7,940 万人と比較すると、そ
の回復率は 91% に達する。2025 年も国際訪問者数は
引き続き増加し、前年比 9.7% 増の 8,520 万人に達し、
2019 年の水準を上回ることが見込まれている。

2024 年の日本からの訪米者数は前年比 22% 増と
なり、海外渡航者数ランキングでは 2022 年の 11 位、
2023 年の７位から５位へと回復した。また、2025 年
２月の訪米者数データでは、日本は単月で英国に次ぐ第
２位を記録し、日本市場の渡航需要が急速に回復してい
ることを示している。短期的な伸びは見られる一方で、
中期的に見てみると、2024 年の日本からの訪米者数は
2019 年比 49% と主要市場の中で最も低い回復率であ
り、その主な要因は、航空運賃の上昇、円安、米国のイ
ンフレといったマクロ経済的課題にも起因するとみら
れ、今後の訪米者数の更なる回復に向けてさまざまな対
策が練られている。

日本市場をターゲットにした施策
米国における観光地や文化のプロモーションを主体的

に担う組織として、「ブランド USA」が挙げられる。同
団体は、連邦法に基づいて設立されたデスティネーショ
ン・マーケティング組織（DMO）であり、組織の主な
ミッションは、米国への外国人旅行者数を増加させ、経
済成長と雇用創出を促進することにある。米国文化への
親和性の高さや、渡航ニーズの高まりを背景に、ブラン
ド USA は日本を最重要市場の１つと位置付け、積極的
な投資を継続している。
「ブランド USA」によると、具体的な取り組みとして

旅行業界向けプログラムの強化に注力しており、航空

会社やオンライン旅行代理店（OTA）との協業の拡大
や、教育セミナーを全国で展開している。また、米国の
観光関連企業や団体と日本の旅行業界関係者とのビジネ
スマッチング促進のために毎年「ジャパン・セールス・
ミッション（Japan Sales Mission）」を開催してお
り、2023 年は日米観光交流年（U.S.-Japan Tourism 
Year）と位置付けられていたことも踏まえ、大阪・東
京で 30 以上の米国パートナーと 120 人以上の日本の
旅行業界関係者が参加し、姉妹都市間の交流を深めるた
めの会合や VIP レセプションおよび 700 件以上のビジ
ネスマッチングが実施された。今年 7 月には、大阪の
2025 年大阪・関西万博（Expo 2025）USA パビリオ
ンでのセミナーを開催予定であり、関西圏の旅行業界と
の更なるネットワークの強化が期待されている。

ニューヨーク市が展開する
インバウンド施策

次に、米国の中でも多様性に富むことで知られるニュー
ヨーク市での取り組みに注目し、日本を含め世界各国か
らの旅行者を受け入れるための施策を紹介したい。

2024 年にニューヨーク市を訪れた旅行者数は 6,450
万人であり、このうち、海外からの旅行者数は 1,080
万人で、全体の約20% を占めている。80％が国内から
の旅行者だが、海外からの旅行者はより多くの消費を通
じて地域への経済効果をもたらすため、ニューヨーク市
において海外旅行者の誘客に向けた戦略策定は非常に重
視されている。
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ニューヨーク市を訪れる国別人口　※単位（千人）
出典：Annual Report 2023（注１）

2 米国への旅行トレンドとニューヨーク市の
インバウンド戦略

（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所　所長補佐　米納　一樹（熊本市派遣）



ニューヨーク市観光会議局（NYC Tourism + Con-
ventions）は、ニューヨーク市における代表的な DMO
であり、市全域の観光推進、経済発展、イメージ向上
に向けた施策に取り組んでいる。同局の Senior Vice 
President を務める Makiko Matsuda Healy 氏による
と、観光施策の立案において「ニューヨーク市の５つ
の行政区全域との連携」という点が重要視されている。
ニューヨーク市といえば、タイムズスクエアをはじめと
する数多くの観光名所が集まるマンハッタンをイメージ
しがちだが、ニューヨーク市は他にもブロンクス、ブ 
ルックリン、クイーンズ、スタテンアイランドの４つの
行政区を有しており、これら全地区を舞台にした観光都
市としての戦略を打ち出すことで、観光客がもたらす経
済効果を分散させることに成功している。実際に各行政
区を訪れる観光客の数も年々増えていることから、行政
区全域にわたる取り組みが成果として現れているといえ
る。また、各地区の観光素材を広いエリアで発掘し、観
光客がさまざまな場所に興味をもつように誘導してきた
ことで、観光客が特定地域に集中するオーバーツーリズ
ムを防ぐことにも寄与している。

各行政区が連携するための具体的なプログラムとし
て、ニューヨーク市の「ツーリズム・レディ（Tourism 
Ready）」を紹介したい。同プログラムは、地域のレス
トラン、文化団体、ホテルなどが観光業界で成功するた
めの支援を目的として 2015 年に開始され、多岐にわ
たるカリキュラムを提供している。参加企業は、観光商
品としての強みの構築や、旅行業界向けのマーケティン
グ・価格設定・パネルディスカッション・ネットワーキ
ングなどの教育研修を受けることができ、地域の企業や
団体が観光業界での成功を目指すための包括的な支援体
制が整備されている。こうした取り組みを通して、観光
客を受け入れる際に必要となる実質的なスキルを身に付
ける機会を提供することで、観光客によりよい経験を提
供することにつながり、旅行客の満足度が地域経済の活
性化に寄与するという好循環を生み出している。また、
こうした取り組みは、地域の組織や住民に対して、観光
が与える利益をきちんと理解してもらうきっかけとして
も機能している。

さらに、ニューヨーク市観光会議局の公式観光情報サ
イト（https://www.nyctourism.com/）では、ニュー
ヨーク市が誇る多様性を積極的に推進しており、サイト
内では、５つの行政区それぞれの特色や魅力が紹介され

ており、訪問者が各地域で体験できる多彩な文化的コン
テンツが掲載されている。加えて、ニューヨーク市によ
る「Savor NYC」プログラムでは、各行政区の多様な
食文化やレストラン情報が年間を通じて紹介されている。

ニューヨーク市の施策に学ぶポイント
近年、日本の大都市圏ではオーバーツーリズムが課題

となっているが、都市圏近郊の観光資源を再発掘し、そ
の魅力を発信することで地域分散の取り組みを一層推進
できれば、観光客の集中解消につながる。その際、食文
化・エコ・文化体験などテーマ別に観光のパッケージ化
を行うことで、更なる PR 強化につながると思われる。
Makiko Matsuda Healy 氏によると、「何がユニーク
なのか」という点をさまざまな形で発信し、旅行者に真
にその土地らしい体験（authentic experience）をイ
メージさせることが重要だという。今日の観光トレンド
として、「モノ消費」から「コト消費」、そして「イミ消
費」というフレーズをよく耳にするが、旅行者にとって
の「心に残る意味のある体験」は、リピーターやファン
を生む力がある。日本においても、地域の歴史や文化資
源を生かしたストーリー性のある観光発信を意識するこ
とは、特に地方都市にとって重要な戦略になる。ニュー
ヨーク市の施策事例を参考として、今後、日本に散りば
められた隠れた名所（Hidden gem）がより多くの観光
客に発見されることを期待する。

（注１）
・資料作成者（出典）：New York City Tourism + Conventions
・資料の名称：ANNUAL REPORT 2023

URL:https://corporate.nyctourism.com/annual-report/ 
2024　※最終検索日：2025 年 4 月 14 日

（注２）
・ウェブサイト運営主体：New York City Tourism + Conventions
・https://www.nyctourism.com/eat-and-drink/

※最終検索日：2025 年 4 月 14 日
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ニューヨーク市による「Savor NYC」プログラム
各地域や料理の種類などで検索がしやすいように工夫され
ている（注２）

https://corporate.nyctourism.com/annual-report/2024


―各国の観光客誘致の取り組み

はじめに
ロンドンは世界有数の観光都市であり、ビッグ・ベン

やバッキンガム宮殿、大英博物館など、世界的に知られ
る観光資源に恵まれている。そのため「ロンドンを売り
込むのは簡単」と思われがちだが、現実はそう単純では
ない。世界各都市が激しく観光客の獲得競争を繰り広げ
る中で、ロンドンはその存在感を維持・拡大するために
戦略的なマーケティングを継続している。こうした状況
を受けて、グレーター・ロンドン・オーソリティー（GLA）
では観光客数の維持とさらなる増加を目指し、さまざま
な取り組みや工夫を展開している。本稿では、その具体
的な施策や先進的な取り組みを紹介する。

ロンドンの観光の歴史
ロンドンは 1946 年のヒースロー空港開港以来、イギ

リス全体の“玄関口”としての役割を担ってきた。1963
年には「ロンドン・ツーリスト・ボード（London Tourist 
Board）」が設立され、ロンドン独自の観光プロモーショ
ンが始まる。これは、当時カルチャーやファッションの
発信地として国際的に注目を集め始めていた“都市ロン
ドン”の価値を生かそうとする、いわば観光ブランディ
ングの先駆け的な動きであった。

その後、格安航空の普及やヨーロッパの温暖なリゾー
ト地の人気によって、イギリス国内の観光産業は大きな
打撃を受けた。これに対応する形で、1969 年に「観光
開発法（Development of Tourism Act）」が制定され、
官公庁に属しつつも、民間企業のようなマーケティング
やプロモーションに特化した、国際的な観光誘致を行う
組織「ビジット・ブリテン（Visit Britain）」が設立され 
た。同法は、一定の条件を満たした民間事業者に対して、
観光促進地域における宿泊施設の新設・改修に向けた公
的補助を可能とし、地方における観光インフラの底上げ
にもつながった。

さらに、2000 年にはロンドンの統治制度が見直され、
広域行政体 GLA と呼ばれる市長職と議会を中心とした

新たな体制が導入されると、観光政策も再構築されるこ
とになる。これを受けて、2003 年には観光振興を担う
公的機関「ビジット・ロンドン（Visit London）」が発足。
そして 2011 年には、GLA の対内投資促進機関「シン 
ク・ロンドン（Think London）」と統合され、「ロンド
ン＆パートナーズ（London & Partners）」として再編。
2012 年のロンドンオリンピック・パラリンピック競技
大会を控えたこの再編によって、都市ブランドを戦略的
に打ち出す体制が整い、ロンドンは世界的な観光都市と
しての地位をさらに高めていく。

ロンドンの観光行政の現状と課題
現在、ロンドン市では観光振興のための取り組みがま

すます重要になっている。イギリス全体で観光施策が進
むなか、ロンドン市も独自の課題を抱えつつ、効果的な
施策を展開している。例えば、サディク・カーン・ロン
ドン市長は観光財源確保に向けて自主課税の権限を求め
ているが、政府が観光税の導入を認めていないため、そ
の代替策として、すでにマンチェスターやリバプールで
実施されている「宿泊ビジネス改善地区（ABID）」とい
う仕組みの導入がロンドン市でも検討されている。この
仕組みでは、大手ホテルチェーンと連携し、宿泊費に少
額の追加料金を上乗せし、その収益を観光振興や清掃、
安全対策に再投資する方法が採られている。

また、英国では、映画やドラマのロケ地を活用した「ス
クリーン・ツーリズム（Screen Tourism）」が、観光経
済の重要な構成要素のひとつとなっている。こうした取
り組みの一端として、ロンドンはその豊富な映像資源を
そのまま生かしており、全体がまるで巨大な映画セット
のような趣を呈している。

例えば、ロンドン事務所のオフィス近隣には、ハリー・
ポッターシリーズのロケ地や、最近の 007 のジェーム
ズ・ボンドの映画で登場した旧戦争省ビル、ナショナル・
ギャラリーなどの名所が点在している。さらに、テム
ズ川沿いに位置していた旧 GLA シティホールは、映画

『007 スペクター』で架空の MI6 本部として使用された
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3 世界に選ばれ続けるために：
ロンドンの観光政策と都市ブランド

（一財）自治体国際化協会ロンドン事務所　調査・政策主任　アンドリュー・スティーブンス



実績があり、映画ファンにとっては見逃せないスポット
である。また、パディントン駅周辺ではくまのパディン
トンの世界を想起させるさまざまな景色に触れることが
でき、訪れる人々に魅力を伝えている。

このよう状況の背景には、映画ロケを促進するため
の具体的な取り組みもある。市内にはロケ誘致を行う 

「フィルム・オフィス」が複数存在し、特定の区ではそ
れを外部企業に委託して効率化を図っているケースも見
られる。とくに東ロンドンのバーキング・アンド・ダゲ
ナム地区では、こうした動きと連動して、民間投資に 
よって最新の撮影スタジオが開設され、若年層を対象と
した職業訓練の取り組みなども積極的に行われている。
これにより、スクリーン・ツーリズムの振興と地域全体
の映像産業の基盤強化が進んでいる。

さらに、ビジット・ブリテンは 2024 年に「The 
Influence of Film and TV Locations on Visits to 
the UK」という調査報告書を発表し、前年度の国の評
判やイメージを調べる Nation Brands Index の調査
データをもとに、映画・テレビのロケ地が旅行者の行動
にどのような影響を与えているかを詳細に分析した。こ
の報告書によれば、英国を訪れる旅行者の 10 人中７人
が、直近の 10 年で少なくとも１つの撮影地を実際に訪
問していることが明らかになった。また、ロンドン以外
の地域への旅行においても、ロケ地がその選択に影響を
及ぼしている割合は６人に１人に達しており、メディア
作品が与える観光誘致効果の大きさが浮き彫りとなって
いる。さらに、全体の 43％が海外旅行をする際に、映
画、音楽、文学に関連する土地に非常に強い関心を示す
一方で、特筆すべきは、英国訪問にあたって映像作品の
ロケ地に最も興味を示さない市場が日本だという点であ
る。こうしたデータは、ロンドンのメディア関連資産が、
観光戦略全体の中で非常に重要な役割を担っていること
を裏付けるとともに、今後の観光戦略において、ター 
ゲット層ごとに異なるニーズに合わせたプロモーション
が必要であることを示唆している。

最後に
最後に、ロンドン以外の地域の事例として、アニック・

ガーデン（Alnwick Garden）をご紹介する。ロンドン
事務所が４月 10 日に日本文化の体験ワークショップを
開催した会場でもあるこの地は、春の訪れとともに桜や

その他の花々が咲き誇る美しいガーデンで、来場者に
四季折々の風情を感じさせるとともに、映画「ハリー・
ポッター」シリーズの最初のほうきでの飛行訓練授業な
どの撮影ロケ地としても知られるアニック城（Alnwick 
Castle）に隣接する希少なスポットである。写真は、
アニック城の一角を捉えており、幻想的な光景が来場者
に深い感動を与えている。ハリー・ポッターのファンに
とっては、映画の魔法と現実の自然美が融合するこの場
所で、映画のワンシーンを実際に体験するかのような貴
重な経験ができる。この写真からもわかるとおり、本稿
で紹介する英国の映像資産と観光戦略との関連性が、一
層具体的かつ生き生きと伝わると思われる。
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Alnwick Garden 

Alnwick Castle



―各国の観光客誘致の取り組み

外国人旅行者数の動向
Atout France（フランス観光開発機構）による 2023

年の推計によると、年間 9,800 万人の外国人旅行者が
フランスを訪れた。国別内訳は、ドイツ、ベルギー、イ
ギリス、スイス、イタリアなど近隣諸国からの旅行者が
多い。なお、2023 年は、米国からの旅行者が急回復し
た（2019 年比 52％増）。

観光収入については、635 億ユーロ（2019 年比12％ 
増）であった。その要因は、米国からの旅行者の急回復
だけでなく、インフレによる物価上昇も加算されている。
一方、隣国スペインの観光収入は 850 億ユーロ（2019
年度比 19％増）と、フランスを上回った（外国人旅行
者数 8,520 万人）。これは、スペインには、外国人旅行
者をターゲットとした４つ星、５つ星ホテルが多いこと、
滞在費用がフランスより安価なため、ヨーロッパからの
長期滞在者が多いこと、格安航空便の成長などが要因と

してあげられる。
Atout France は、官民合わせ 1,200 以上の観光事業

者とパートナーシップを結び、観光地としてのフランス
の魅力開発および国際的な競争力の強化などを行ってい
る。世界各地に 30 の事務所を設置し、在外フランス大
使館とも連携することで、世界の観光市場に関する高度
な知識を保有している。これらの専門知識を生かして、
上記パートナーにさまざまなツールや情報を提供し、国
際的な観光プロモーションを実施している。

新型コロナウイルス感染症の影響
およびその後の課題

コロナ禍前の 2019 年には、9,000 万人の外国人旅行
者がフランスを訪れた。フランスの GDP のうち、観光
部門が８％を占め、200 万人以上の雇用を創出していた。

しかし、新型コロナウイルス感染症により、フランス
の観光業は深刻な打撃を受けたことから、2020 年の外
国人旅行者は 4,000 万人に留まり、2019 年に比べ 56％
減少した。

この危機に対応するため、政府は観光部門に対し国家
保証付き融資や長期ローンなど 383 億ユーロの大規模
な支援を実施した。

さらに、2021 年 11 月、ジャン・カステックス首相 
（当時）は、観光産業の復興と変革に向けた計画「デス 
ティネーション・フランス・プラン」を発表し、観光部
門の発展と変革の道筋を示した。その目的は、フランス
が世界第一位の観光立国の地位を強固にし、また持続可
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4 フランスにおける観光促進の取り組み
（一財）自治体国際化協会パリ事務所　所長補佐　灰屋　英成（金沢市派遣）

観光消費額（2020年） 2019年比
住民 非居住者 合計 住民 非居住者 合計

商業観光宿泊施設 12.1 10.5 22.6 -4.3 -11.8 -16.1
飲食店 7.1 3.7 10.8 -3.5 -4 -7.5

都市間交通サービス 12.7 6.2 18.9 -9.7 -6.3 -16
文化、スポーツ、レジャー 6.5 2.5 9 -6.5 -2.2 -8.7

旅行代理店
燃料費および (高速料等 )通行料金 9.2 2.9 12.1 -3.5 -1.7 -5.2

サービスその他 14.5 5.2 19.7 -1.8 -4.8 -6.6
非商業観光宿泊施設（※） 19.3 2.1 21.4 0.4 0 0.4

合計 81.4 33.1 114.5 -28.9 -30.8 -59.7

2020 年の観光消費額の変化（2019 年比、単位：10 億ユーロ）　 出典：INSEE ホームページを基に筆者作成
（※）�家族や友人宅での滞在又は個人所有の別荘での宿泊など、宿泊の対価として金銭が支払われない宿泊形態を指す。このタイプの宿泊は、フランス

などで特に一般的であり、非公式かつ統計に捉えられにくい点が特徴である。

国別外国人旅行者受入数ランキング（2023 年 単位：万人）
出典：UNWTO ホームページを基に筆者作成



能な観光地としても世界第一位を確保することにある。
このため、2024 年末までに 19 億ユーロの予算が計上
され、人材確保、観光サービスの質の向上、プロモーショ
ンなどに充てられた。

フランスにおける滞在税の状況
について

フランスの地方自治体による観光政策を紹介する際に
重要な要素の１つとなるのが滞在税（日本における宿泊
税と同義）である。

2024 年１月１日現在、滞在税はフランスの全３万
4,935 コミューン（日本における市町村に相当）のうち、
90% 以上で導入されている。滞在税の収入は、2019
年に 532 百万ユーロに達した。2020 年は新型コロナ
ウイルス感染症の拡大により落ち込んだが、2023 年に
は 799 百万ユーロまで増加した。

滞在税の税収は「コミューンの観光促進に関連する支
出」に充てられることが、法律に明記されている。コ
ミューンは、地域の特性や重点政策に合わせて、その使
途を決定している。

パリは世界一の観光地であり、2023 年には、パリだ
けで約１億ユーロの滞在税が徴収された。この税収は、
ルーブル美術館やオルセー美術館の近代化など文化遺産
関連事業や旅行者の体験の向上、国際的なプロモーショ
ン活動のために使用されている。さらに、グラン・パリ・
エクスプレスのような、観光地へのアクセスを容易にす
ることを目的とした交通ネットワークなど、新しい観光
インフラの創設に役立てられている。

ナンシー都市圏共同体の事例
ナンシーは、パリから TGV で東へ 1.5 時間、ドイ 

ツ、ルクセンブルク、
ベルギーに近接し、複
数の自転車ロードが交
差し、港も有した都市
である。その地理的特
性を生かし、自転車観
光プロジェクトの実施
や環境に配慮した観光
などの政策や誘客活動を実施している。コロナ禍以前は、
遠くへ旅行することがトレンドだったが、コロナ後は、
近隣の都市や外国からの旅行者が増えてきた結果、旅行
者数はコロナ禍以前の水準に回復している。

また、フランス国内外の誘客のために、Atout France
とも協力している。この PR や前述の自転車観光プロジェ
クトに滞在税の税収が充当されており、2023 年の税収
は 104 万 5,280 ユーロであった。滞在税が観光振興の
ために充てられ、その結果、旅行者が増えるという好循
環が生まれている。

さらに、旅行者の滞在中の満足度向上のため、観光局
は旅行者と地元住民の交流を促進している。その１つの
手法として、仕事をリタイアした人などをボランティア
ガイドとして登録している。氏名だけでなく、対応可能
な言語や得意な分野、関心のあるテーマなどの詳細情報
を専用サイトで公開しており、国内外の旅行者は、それ
を閲覧し、自分と志向が合うガイドを選択することが 
できる。自分の街を紹介したいという住民とナンシーを
深く知りたいという旅行者の思いが合致しており、同じ
ガイドに何度も街を案内してもらうことも少なくなく、
住民の活躍の場や良い出会いの機会の創出にも寄与して
いる。

まとめ
滞在税は、税収に限りがあり、万能ではないが、税に

よって利害関係者が明確化され、その使途と使途の決定
プロセスを工夫することで、地方自治体の観光分野にお
ける課題解決の強力なツールになり得る。例えば、滞在
税の使途決定プロセスを通じて、関係者が観光地として
の魅力向上を現在の共通課題として認識し、観光案内所
やフォトスポットの整備などを行ったナンシーは典型
だ。本稿で紹介する現状や事例についてはクレアレポー
ト「フランスにおける滞在税と自治体による観光政策」
で詳細に報告しているので、是非参照いただきたい。
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滞在税（州追加税を除く）の税収推移
（単位：百万ユーロ）
出典：DGCL ホームページを基に筆者作成

ナンシーの観光案内所



―各国の観光客誘致の取り組み

2023 年、シンガポールには年間 1,360 万人の来訪者
があり、アジアの中でも有数の観光大国となっている。
同年の観光収入は S$271 億（約３兆 623 億円、S$ １
＝ 113 円）にのぼり、観光産業はシンガポールにおけ
る主要産業の１つとなっている。

シンガポールの観光名所といえば、マリーナベイサン
ズ、セントーサ島、ナイトサファリなど、政府主導で作
り上げられてきた大型テーマパークのほか、チャイナタ
ウン、アラブストリート、リトルインディアといった民族
の伝統や文化を残す地域、あるいは大型商業施設や免税
店などが立ち並ぶオーチャード・ロードなどが挙げられ
るが、周辺諸国に比べて観光資源が豊富とは言いがたい。

広大な自然や歴史的建造物などの観光資源が豊富では
ないにもかかわらず、観光客がここまで増加したのはシ
ンガポール政府が国を挙げてさまざまな観光振興施策を
行ってきたことによるものである。

本稿では、まずシンガポールの観光誘客の現状を述べ
るとともに、それを支えたシンガポール政府の近年の取
り組みを紹介する。

シンガポールの観光誘客の現状
観光局の統計によると、シンガポールが独立した1965

年当時はわずか年間 10 万人にも満たなかった来訪者数
は、シンガポールおよび他の東南アジア諸国の経済成
長などに伴い急激に増加し、2019 年は過去最高である
1,911 万人の来訪者を迎えた（表１参照）。

過去 20 年間の来訪者数と観光収入の推移（表２参照）
を見ると、堅調に伸びていた来訪者および観光収入は、
2008 年と 2009 年は２年連続で前年実績を下回った。
これは 2008 年後半に米国に端を発する金融危機による
世界的な経済不況と、新型インフルエンザの流行などの
影響が大きかった。

しかし、2010 年になると、経済不況からの回復や２
つの統合リゾート（マリーナベイサンズ、リゾートワー
ルドセントーサ）の開業などを背景に一転し、来訪者数
は 1,160 万人、観光収入は S$188 億といずれも過去
最高となった。2015 年には一時的に下降したものの、
2019 年までは順調に数字を伸ばしていった。

2020 年から 2022 年は新型コロナウイルス感染症の
拡大により数字が落ち込んだものの、2023 年の来訪者
数は 1,360 万人、観光収入も 2019 年に次ぐ S$271 億
といずれも V 字回復を見せている。
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表１ シンガポールへの来訪者数と国内総生産の推移
［1965 年（建国）～ 2023 年］

表２ シンガポールへの来訪者数と観光収入の推移
［2003 年～ 2023 年］

マリーナベイサンズ
出典：Marina Bay Sands ウェブサイト

5 シンガポールのインバウンド施策
（一財）自治体国際化協会シンガポール事務所　所長補佐　宮田　啓（福島県白河市派遣）

（一財）自治体国際化協会シンガポール事務所　所長補佐　辻　悠輝（埼玉県派遣）



シンガポール政府の取り組み
この観光業の成功はシンガポール政府が「Tourism 

2015」（2005 年発表）といった長期的な観光振興ビジョ
ンを立て、それを基に施策を着実に実行してきたことに
よるものが大きい。

ここでは近年の主な施策について紹介する。
■２つの IR 施設（統合型リゾート）開業【2010 年】

IR（Integrated Resorts、統合型リゾート）とは、カ
ジノ施設を中心としホテルやショッピングセンターなど
のさまざまな商業機能を複合的に持つ観光施設の総称で
ある。シンガポールでは 2003 年頃から IR 導入に向け
た検討が開始された。カジノを含む IR 全体がもたらす経
済効果と社会に及ぼす負の側面の双方についての国民を
巻き込んだ議論を経て、政府は 2004 年にカジノ構想、
2005 年に IR 開発推進計画を発表。そして、2010 年に
２つの IR 施設（マリーナベイサンズ、リゾートワール
ドセントーサ）が開業し、これが来訪者数や観光収入の
増加に大きな影響を与えたことは前述のとおりである。
■ガーデンズバイザベイの開業【2012 年】

ガーデンズバイザベイとは、2012 年６月に開業した
シンガポール最大の植物園施設である。シンガポール中
心街のマリーナベイエリアに 101 万平方メートルにわ
たって広がり、３つの庭園から構成されている。自然環
境と共存し持続性のある都市の営みを目指すという政府

の都市構想（シティ・イン・ザ・ガーデン構想）のもと
開発されており、施設内は環境への配慮が見られるほか
世界の貴重な植物が集められるなど環境教育という役割
も果たしている。
■大規模複合施設 JEWEL の開業【2019 年】

2013 年に当時のリー・シェンロン首相が構想を発表
していた大規模複合施設「JEWEL」が、2019 年４月
にチャンギ国際空港第１ターミナル正面の駐車場跡地に
オープンした。ガラスと鉄で作られた独特のドーム型の
外観が特徴で、内部には、アジア最大の屋内庭園「フォ
レストバレー」や、世界で最大級の落差のある室内滝

「HSBC レイン・ボルテックス」など、近代的な建物内
にいながら自然を感じられる施設があるほか、300 店
舗を超えるレストラン、小売店などが出店している。ま
た、トランジットでチャンギ国際空港に一時滞在する旅
行者がシンガポールを楽しむことができるようにするた
め、施設内にはチャンギ空港のアーリーチェックインカ
ウンターや手荷物保管サービス、ラウンジ、エアポート
ホテルなどが整備されている。

2024 年５月、シンガポール政府は 2040 年に向けた
展望である「Tourism 2040」の策定に着手していると
発表した。今後もシンガポール政府による着実な観光振
興施策の実施が見込まれている。
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JEWEL
出典：Visit Singapore ウェブサイト

ガーデンズバイザベイ
出典：Gardens by the Bay ウェブサイト



―各国の観光客誘致の取り組み

訪韓状況の変化
韓国を訪問する外国人観光客数は、2019 年に 1,400

万人を超える水準となっていたが、2020 年からの新型
コロナウイルス感染症の世界的な流行により大幅に減少
した。その後、2022 年から急激に回復しており、直近
の 2024 年のデータを見ると、1,300 万人を超え、ほぼ
コロナ禍前のレベルにまで回復してきたといえる。

韓国においては、韓国語ができない外国人にとっても
韓国が訪問しやすい国となるよう、また、実際の訪問時
に快適に過ごせるよう、近年、公的機関だけでなく、民
間企業も含め、さまざまな取り組みが進められている。

本稿においては、韓国における外国人旅行者の利便性
を高める取り組みについて紹介する。

韓国政府の指針
「第６次観光振興基本計画」

韓国政府においては、2022 年 12 月に 2023 年から
2027 年の５年間を計画期間とする「第６次観光振興基
本計画」が策定され、2027 年までに外国人観光客数を
3,000 万人に、観光収入を 300 億ドルにすることを目
指すこととされている。

この計画においては、以下の４つの方針のもとに、具
体的な政策を展開することとしている。
①�「世界の人々が訪れる観光魅力国家の実現」として、

韓国文化（Ｋ - カルチャー）に対する世界的な認知度
と好感度を韓国観光需要に転換し、新型コロナウイル
ス感染症流行後の国際観光需要を速やかに取り込む。

②�「現場とともに作る観光産業の革新」として、観光産
業への人材供給の促進や、付加価値の高い医療観光客
の誘致のための優秀誘致機関の選定基準の緩和、観光
企業育成ファンド・海外観光企業支援センターの構築
を行う。

③�「国民とともに成長する国内旅行」として、キャンプ
観光やペット同伴旅行といった新しい旅行モデルの拡
大、障がい者や高齢者、乳幼児連れの家族、妊婦といっ
た配慮が必要な人々も容易に便利に移動することがで
きる「開かれた観光地」を拡大する。

④�「より頻繁により長く滞在する地域観光時代の実現」
として、地域観光の需要と滞在時間を増大させ、滞在
時期を分散させることができる「旅行親和型勤務制」
の拡大を支援するとともに、現地の人のように暮らし
やすい生活観光や夜間観光を取り入れた滞在型観光モ
デルの開発により地域経済の活力を強化する。また、
観光客を対象に地域観光・特産物割引特典などを受け
られる「デジタル観光住民証」を発給することや、観
光客が地域を再訪問し、定住人口に転換できる契機の
創出に努めること、あわせて、人口消滅危機の地域を
観光で再生するため、自治体の隠された観光コンテン
ツを発掘し、新しい観光地を開発することとされて 
いる。
このように、観光産業の育成から地域経済の活性化に

至るまで、総合的な観光政策を整備した上で、外国人旅
行者の増加を目指すこととされている。

韓国を訪れる外国人観光客へ向けた
取り組み

韓国を旅行する外国人にとって、言葉の壁は１つの障
害と認識されることが少なくない。空港などの施設にお
いては、外国語表記が併記されていることが多く、それ
ほど利用に不便を感じることはないが、国内移動でタク
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韓国統計データラボ「訪問外国人観光客（방한 외래관광객）」
より作成

6 韓国での外国人旅行者の利便性を高める取り組み
（一財）自治体国際化協会ソウル事務所　所長補佐　阿部　広海（島根県派遣）

調査員　チョウ　ヒョンジン



シーを利用する際や、観光施設を訪問する際に、この点
が課題となる。そこで、韓国語ができない外国人旅行者
も、快適に移動し、観光施設を利用することができるよ
うにするためのいくつかの取り組みについて紹介する。
〇外国人観光客向けタクシー配車アプリ ‘k.ride’

k.ride（ケーライド）は、韓国の代表的なモビリティ
企業であるカカオモビリティが開発したタクシー配車ア
プリであり、日本を含む 14 カ国でダウンロード可能と
なっている。

このアプリは日本語・英語・中国語（簡体字・繁体字）
の４つの言語に対応しており、母国語で目的地の検索や
ドライバーとのチャットが可能となっている。また、ク
レジットカードなどの決済手段を事前に登録することに
より、安全かつ手軽に決済することが可能となる。

〇 Discover Seoul Pass （ディスカバーソウルパス）
ソウル市観光財団では、外国人専用の観光パスを発行

している。「Discover Seoul Pass（ディスカバーソウ
ルパス）」とよばれるこのパスがあれば、ソウル市内や
ソウル近郊にある観光施設などを無料、または割引価格
で利用することができる。カードパスとアプリケーショ
ンを利用したモバイルパスがあり、利用時間が 48 時間、
72 時間、120 時間と分かれており、利用者は用途に応
じて購入可能となっている。

2016 年に発表されたこのサービスは、当初利用でき
る観光地は 20カ所程度だったが、現在では170カ所以
上の文化施設、エンターテインメントや工芸品制作体験、

公演観覧などを利用するこ
とができるようになった。

アプリを利用すればパス
を使用できる施設を確認す
ることや、パスをギフトと
して他者に送付することも
可能となっている。

まとめ
以上、見てきたように韓

国においては政府の計画に
おいて目標が明示されてお
り、その方針を踏まえて官
民が協力して外国人観光客
の増加に向けた取り組みが
進められている。

本稿において、詳細まで触れることはできないが、政
府内で観光政策を所管する文化体育観光部の傘下の公的
機関である韓国観光公社においても、外国人観光客を増
加させるために、2025 年１月、「訪韓外国人観光客の
歴代最多を達成するための大跳躍」というスローガンを
掲げ、８つの核心となる指針（８大核心事業）を発表す
るなどの取り組みも進められている。その内容を見てみ
ると、観光産業の振興、観光を通じた地域経済の活性化、
官民協働ということがキーワードとなっている。

日本と同様に、首都圏への一極集中と地域における人
口流出と経済的な地位の低下が大きな課題となっている
韓国において、観光産業の振興は１つの解決策になり得
るものと考えられており、その目標に向けて民間セク
ターの力を活用することにポイントが置かれているよう
に感じた。今後の韓国における外国人観光客の推移や、
それが地域経済にどの程度のインパクトを与えられるの
か、引き続き注目していきたい。

参考・引用
１ �韓国観光データラボ「訪問外国人観光客（방한 외래관광객）」

https://datalab.visitkorea.or.kr/datalab/portal/ts/get 
EntcnyFrgnCust2Form.do

２ �文化体育観光部「第６次観光振興基本計画」
https://mcst.go.kr/kor/s_notice/press/pressView.jsp? 
pSeq=19901

３ �カカオモビリティ「k.ride」
https://kride.kakaomobility.com/?lang=ja

４ �ソウル市観光財団「ディスカバーソウルパス」
https://japanese.visitseoul.net/editorspicks/Discover-
Seoul-Pass%E2%80%90JP/JPN018392
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2024 年に配信が始まった外国人専用のタクシーアプリ
「k.ride」

アプリの画面

https://datalab.visitkorea.or.kr/datalab/portal/ts/getEntcnyFrgnCust2Form.do
https://mcst.go.kr/kor/s_notice/press/pressView.jsp?pSeq=19901


―各国の観光客誘致の取り組み

はじめに
４月 13 日に「いのち輝く未来社会のデザイン」をテー

マに開幕した 2025 年大阪・関西万博は、10 月 13 日
までの期間中に海外からは 350 万人の来場を想定する
大規模国際イベントである。

内閣官房は、万博のコンセプト「未来社会の実験場」
の具体化に向け、各省庁などの取り組みをアクションプ
ランとして取りまとめており、観光に関しては、「万博
を機に、日本全国に足を運び、各地で食や文化などの体
験や滞在をしてもらうことで、日本の地域の魅力を認知
してもらい、インバウンドの拡大や地域振興を実現する」
という方針を策定している。その実現の具体例は、万博
のテーマ「いのち輝く未来社会のデザイン」を感じられ
る「万博＋観光」として大阪・関西万博＋観光ストーリー
ブックにまとめられ、冒頭には「日本中が、会場だ。」の
フレーズが掲げられた。

万博マーケティング戦略とその実行
アクションプランの実行に向けて、JNTO は 2023 年

度から３カ年にわたる大阪・関西万博マーケティング戦
略を策定し、万博の目的である持続可能な社会の実現を
念頭に「万博のテーマと連動した日本各地のサステナブ
ル・ツーリズムを“旅行者と地域住民の交流拡大”の観
点から発信することで地方誘客を促進」することをキー

メッセージとした。
事業目的である「万博＋地方への誘客」に向けてプ

ロモーションの最終目標は、JNTO 万博特設ページの
ユーザーを、2025 年日本国際博覧会協会が運営する観
光ポータルサイト「Expo 2025 Official Experiential 
Travel Guides」へ誘導することである。同サイトは、
大阪・関西万博のテーマに親和性がある高付加価値な旅
行商品の検索・予約が可能であり「日本中が、会場だ。」
を実現する同協会の画期的な取り組みと言える。

海外の旅行者が旅行先を決定するまでの計画期間から
万博開催前年の 2024 年度をプロモーションの最重要
フェーズに設定した。その実行においては幅広い層と地
域にアプローチ可能なインターネットや SNS を活用した
デジタルプロモーションを中心に据え、万博の特性であ
る世界中から来場する多様な旅行者に訴求できるように
種類の異なる３つのコンテンツ：取材記事・動画・デジ
タルアートによって「万博＋観光」を多面的に訴求した。

2025 年度の取り組みと
その後に向けて

万博開催中の今年度は、訪日・来場への促進を継続し
ながらも、力点を万博来場者の地方誘客に移したうえで、
万博会場および関連地域へのインフルエンサー招請や万
博取材メディアの地域訪問をサポートすることによる地
域の魅力発信などに取り組んでいる。

万博終了後は万博で培ったノウハウを活用し、2027
年の国際園芸博覧会など国際イベントを契機としたイン
バウンド拡大や地域振興の更なる実現を目指していく。
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遷移

広告

「万博＋観光」商品予約サイトJNTOサイト万博特設ページ

取材記事 デジタル
アート動画

「万博＋観光」がテーマ

誘引 掲載

全国の観光事業者様
「万博＋観光」コンテンツの登録

https://www.japan.travel/en/expo2025/ https://www.expo2025travel.jp/

出典：2025 年日本国際博覧会協会

「万博＋観光」プロモーションフロー

7 万博を通じて日本全国へ：地方誘客のための戦略と実践
日本政府観光局（JNTO）市場横断プロモーション部　次長　渡部　顕


